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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第14期

第２四半期
連結累計期間

第15期
第２四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日

自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年10月31日

売上高 (千円) 2,586,752 3,141,333 4,338,728

経常利益 (千円) 57,666 85,294 62,443

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 34,575 57,588 40,133

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 34,575 57,588 40,133

純資産額 (千円) 635,949 1,561,326 1,499,356

総資産額 (千円) 1,403,958 2,152,980 2,017,852

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 5.07 6.99 5.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 5.03 6.97 5.40

自己資本比率 (％) 45.3 72.5 74.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △112,928 △330,497 86,956

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 43,014 △5,538 △20,094

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 250,000 3,971 853,142

現金及び現金同等物の
四半期末(当期)残高

(千円) 269,663 671,553 1,009,512
 

 

回次
第14期

第２四半期
連結会計期間

第15期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.26 4.37
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成27年３月27日開催の第13期定時株主総会決議により、決算期を12月31日から10月31日に変更しました。

従って、第14期は平成27年１月１日から平成27年10月31日の10か月間となっております。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

５．平成28年５月１日付けで普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。第14期の期

首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和策などを背景に、企業収益

や雇用・所得環境の改善がみられ、消費の回復を後押しするなど回復基調で推移しております。しかしながら、中

国経済を始めとした新興国経済の減速懸念、資源価格の下落などの海外経済の影響により、先行きは依然として不

透明な状況が続いております。

当社グループが関連する小売市場においては、個人消費の低迷に加え、記録的暖冬の影響もあり、引き続き厳し

い経営環境となりました。

このような状況の中、当社グループは、継続的なビッグデータの収集とその分析を進めることで、マーケット

ニーズに沿った「ECマーケティング事業」の展開を推し進め、売上と収益の拡大に取り組んでまいりました。平成

28年４月30日時点における出店店舗数は合計で45店舗で第１四半期連結累計期間からの変動はありませんが、既存

モールでは、当社独自の戦略であるEC Platform Optimization（以下「EPO」という）を推進し、集客と売上拡大施

策を実施し、増収傾向を維持しております。

また、前第１四半期連結累計期間において、商品企画関連事業部が設置され、商品企画関連事業が当社グループ

の第２の主力事業として展開しており、当第２四半期連結累計期間においては売上高が順調に推移しております。

海外事業戦略としましては、平成27年11月より越境ECとして中国の「KJT.com」（中国（上海）自由貿易試験区正

定路530号）に出店し、中国EC市場へ参入しました。当第２四半期連結累計期間においては、中国越境EC市場の成長

は続いているものの、平成28年４月に発表された中国当局による各種規制等に対応するべく、中国越境EC事業の継

続的な拡大に必要な体制を構築することに注力している状況であります。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は3,141百万円と前年同四半期と比べ554百万円

（21.4％）の増収となりました。損益面では、平成27年12月で過去最高の売上高を記録する等、ECマーケティング

事業及び商品企画関連事業の売上高が好調に推移したことにより、営業利益は88百万円と前年同四半期と比べ36百

万円（69.1％）の増益、経常利益は85百万円と前年同四半期と比べ27百万円（47.9％）の増益、親会社株主に帰属

する四半期純利益は57百万円と前年同四半期と比べ23百万円（66.6％）の増益となりました。
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セグメントの業績については、以下のとおりであります。

①ECマーケティング事業

ECマーケティング事業につきましては、継続的に収集されるビッグデータの分析に基づき各種マーケティング施

策を実施し、売上拡大に向けて取り組んでまいりました。また、各モールにおける取扱商品数を増加させるため、

新規取引先との契約件数を増加させたほか、商品の販売価格の見直しや自社スタジオ強化による商品コンテンツの

拡充を図るなど利益率の改善を図ってまいりました。

　また、平成27年11月から中国を対象とした越境EC事業に本格参入し、日本企業として初めて上海跨境通国際貿易

有限公司が運営する中国のECモール「KJT.com」へ新規出店し、運営を開始しております。当第２四半期連結累計期

間においては、中国当局による各種規制等に対応するべく、中国越境EC事業の継続的な拡大に必要な体制を構築す

ることに注力している状況であります。

システム面では、当社が独自に開発したオペレーションシステム(GPMS：Generation Pass Management System)の

機能改善や追加機能を実装するなど、第１四半期連結累計期間より引き続き、売上拡大及び利益改善のための基盤

整備を行ってきました。また、EPOを推進するためのビッグデータの収集及びその分析を行うシステム(MIS：

Marketing Information System)の実装を進めてきたことにより、平成27年11月より解析情報の提供としてビッグ

データ販売を開始しております。

以上の結果、売上高は2,611百万円と前年同四半期と比べ463百万円（21.6％）の増収、セグメント利益は98百万

円と前年同四半期と比べ31百万円（47.8％）の増益となりました。

　

②商品企画関連事業

商品企画関連事業につきましては、家具・雑貨の受注に加え、平成28年１月から引き続き取り扱い商品の拡大と

して寝具の受注が加わりました。寝具の受注が好調に推移しているほか、商品の品質向上を図るために試作品作成

や商品試験にかかるテストに力を入れ、さらなる受注獲得に向けて取り組んでまいりました。

以上の結果、売上高は498百万円と前年同四半期と比べ63百万円（14.5％）の増収となりましたが、検品費用及び

試作品作成に係る費用を計上したため、セグメント利益は59百万円と前年同四半期と比べ７百万円（10.7％）の減

益となりました。

　

(2）財政状態の分析

（資産の状況）

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、2,152百万円となり、前連結会計年度末に比べ135百万円の増加となり

ました。

流動資産は2,097百万円となり、前連結会計年度末に比べ119百万円の増加となりました。主な要因といたしまし

ては、商品が337百万円、売掛金が116百万円増加し、現金及び預金が337百万円減少したことによるものでありま

す。

固定資産は、55百万円となり、前連結会計年度末に比べ15百万円の増加となりました。主な要因といたしまして

は、建物が５百万円、リース資産が11百万円増加したことによるものであります。

（負債の状況）

負債は、591百万円となり、前連結会計年度末に比べ73百万円の増加となりました。

流動負債は、578百万円となり、前連結会計年度末に比べ62百万円の増加となりました。主な要因といたしまして

は、支払手形及び買掛金が26百万円、未払法人税等が22百万円、その他が７百万円増加したことによるものであり

ます。

固定負債は、13百万円となり、前連結会計年度末に比べ11百万円の増加となりました。主な要因といたしまして

は、リース債務が９百万円、資産除去債務が１百万円増加したことによるものであります。

（純資産の状況）

純資産は、1,561百万円となり、前連結会計年度末に比べ61百万円の増加となりました。主な要因といたしまして

は、ストックオプションの行使による資本金及び資本剰余金の増加４百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益

の計上により利益剰余金が57百万円増加したことによるものであります。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ337百万円減少し、671百万円となりました。

　

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、使用した資金は330百万円（前年同四半期は112百万円の使用）となりました。税金等調整前

四半期純利益が85百万円となり、売上債権の増加（116百万円）及びたな卸資産の増加（337百万円）、法人税等

の支払（10百万円）があったことによるものであります。　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は５百万円（前年同四半期は43百万円の獲得）となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出（３百万円）及び無形固定資産の取得による支出（２百万円）によるものでありま

す。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、獲得した資金は３百万円（前年同四半期は250百万円の獲得）となりました。これは主に、ス

トックオプションの行使による収入（４百万円）によるものであります。　

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,000,000

計 5,000,000
 

（注）　平成28年４月11日開催の取締役会決議により、平成28年５月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行

可能株式総数は15,000,000株増加し、20,000,000株となっております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年６月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,061,510 8,246,040
東京証券取引所

マザーズ

完全議決権株式であり、株主と
して権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式で
あります。また、単元株式数は
100株であります。

計 2,061,510 8,246,040 ― ―
 

（注）　平成28年４月11日開催の取締役会決議により、平成28年５月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。こ

れにより、株式数は6,184,530株増加し、発行済株式総数は20,000,000株となっております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年２月１日～
平成28年４月30日

― 2,061,510 ― 624,387 ― 613,387
 

（注）　平成28年５月１日をもって１株を４株に株式分割し、これに伴い発行済株式総数が6,184,530株増加しており

ます。

EDINET提出書類

株式会社ジェネレーションパス(E30881)

四半期報告書

 7/23



 

(6) 【大株主の状況】

  平成28年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

岡本　洋明 東京都千代田区 534,800 25.94

CT Bright Holdings Limited
P.O.Box 957,Offshore Incorporations
Centre,Road Town,Tortola,British
Virgin Islands

350,000 16.97

久野　貴嗣 東京都江東区 178,400 8.65

Lucky　Shore Investments Limited
P.O.Box 957,Offshore Incorporations
Centre,Road Town,Tortola,British
Virgin Islands

85,000 4.12

岡本　薫 千葉県浦安市 60,000 2.91

岡本　八洋 東京都千代田区 60,000 2.91

岡本　あかね 東京都千代田区 60,000 2.91

桐原　幸彦 東京都世田谷区 58,400 2.83

鈴木　智也 東京都新宿区 58,400 2.83

岡本　由美子 千葉県浦安市 51,000 2.47

計 ― 1,496,000 72.56
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　　100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,060,900
20,609

株主としての権利内容に何ら限定の
ない当社における標準となる株式で
あります。また、単元株式数は100
株であります。

単元未満株式
普通株式

510
― ―

発行済株式総数 2,061,510 ― ―

総株主の議決権 ― 20,609 ―
 

　

② 【自己株式等】

  平成28年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ジェネレーショ
ンパス

東京都新宿区西新宿六丁
目12番１号

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年２月１日から平成

28年４月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年11月１日から平成28年４月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】
           (単位：千円)
          前連結会計年度

(平成27年10月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,009,512 671,553

  売掛金 517,065 633,703

  商品 393,269 730,874

  仕掛品 1,181 1,266

  繰延税金資産 6,080 7,737

  その他 56,323 57,907

  貸倒引当金 △5,059 △5,422

  流動資産合計 1,978,374 2,097,620

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 2,413 7,438

   車両運搬具 17,768 -

   工具、器具及び備品 4,052 4,474

   リース資産 - 11,328

   減価償却累計額 △20,618 △4,827

   有形固定資産合計 3,616 18,414

  無形固定資産   

   ソフトウエア 11,338 12,212

   その他 23 23

   無形固定資産合計 11,362 12,235

  投資その他の資産   

   投資有価証券 12,090 12,090

   繰延税金資産 485 509

   その他 11,923 12,110

   投資その他の資産合計 24,498 24,709

  固定資産合計 39,477 55,359

 資産合計 2,017,852 2,152,980

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 305,110 331,520

  リース債務 - 2,482

  未払金 171,025 170,435

  未払法人税等 12,766 35,303

  賞与引当金 - 3,867

  その他 27,445 34,889

  流動負債合計 516,347 578,499

 固定負債   

  リース債務 - 9,014

  資産除去債務 2,147 4,139

  固定負債合計 2,147 13,154

 負債合計 518,495 591,654

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 622,112 624,387

  資本剰余金 611,112 613,387

  利益剰余金 266,132 323,721

  自己株式 － △169

  株主資本合計 1,499,356 1,561,326

 純資産合計 1,499,356 1,561,326
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負債純資産合計 2,017,852 2,152,980
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
 

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年４月30日)

売上高 2,586,752 3,141,333

売上原価 1,896,824 2,241,375

売上総利益 689,927 899,958

販売費及び一般管理費 ※  637,462 ※  811,216

営業利益 52,465 88,741

営業外収益   

 受取利息 21 101

 助成金収入 2,628 98

 為替差益 1,357 -

 受取手数料 364 947

 受取保険金 749 375

 その他 392 241

 営業外収益合計 5,513 1,764

営業外費用   

 支払利息 311 102

 為替差損 - 5,109

 営業外費用合計 311 5,211

経常利益 57,666 85,294

特別利益   

固定資産売却益 － 608

 特別利益合計 － 608

税金等調整前四半期純利益 57,666 85,903

法人税、住民税及び事業税 25,786 32,100

法人税等還付税額 - △2,105

法人税等調整額 △2,696 △1,680

法人税等合計 23,090 28,314

四半期純利益 34,575 57,588

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 34,575 57,588
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
 

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年４月30日)

四半期純利益 34,575 57,588

四半期包括利益 34,575 57,588

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 34,575 57,588

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 57,666 85,903

 減価償却費 1,776 2,539

 固定資産売却益（特別利益分） - △608

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △523 363

 賞与引当金の増減額（△は減少） - 3,867

 受取利息及び受取配当金 △21 △101

 支払利息 311 102

 売上債権の増減額（△は増加） 66,545 △116,638

 たな卸資産の増減額（△は増加） △104,808 △337,691

 前渡金の増減額（△は増加） △53,507 22,813

 差入保証金の増減額（△は増加） - △300

 仕入債務の増減額（△は減少） 39,793 26,409

 未払金の増減額（△は減少） △68,499 △589

 前受金の増減額（△は減少） 5,330 9,863

 その他 △35,375 △15,872

 小計 △91,311 △319,938

 利息及び配当金の受取額 21 101

 利息の支払額 △301 △102

 法人税等の支払額 △21,337 △10,557

 営業活動によるキャッシュ・フロー △112,928 △330,497

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,194 △3,465

 有形固定資産の売却による収入 － 400

 無形固定資産の取得による支出 △4,018 △2,472

 敷金及び保証金の回収による収入 48,520 －

 その他 △292 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー 43,014 △5,538

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 250,000 -

 ストックオプションの行使による収入 － 4,550

 自己株式の取得による支出 － △169

 リース債務の返済による支出 － △408

 財務活動によるキャッシュ・フロー 250,000 3,971

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,305 △5,895

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 181,391 △337,959

現金及び現金同等物の期首残高 88,271 1,009,512

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  269,663 ※  671,553
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【注記事項】

 

　（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年

９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変

更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替を行っております。

 
 
 
 

(四半期連結損益計算書関係)

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
  前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

  (自　平成27年１月１日 (自　平成27年11月１日

  　至　平成27年６月30日) 　至　平成28年４月30日)

 運搬及び荷造費 188,201 千円 296,194 千円

 ロイヤリティ 83,740 千円 111,043 千円

 販売促進費     64,693 千円 70,290 千円

 広告宣伝費 52,645 千円 50,029 千円

 給料及び賞与 64,005 千円 80,685 千円

 減価償却費          1,776 千円 2,539 千円

 貸倒引当金繰入額 △523 千円 1,221 千円

 賞与引当金繰入額 － 千円 3,867 千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
至　平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年11月１日
至　平成28年４月30日)

現金及び預金勘定 269,663千円 671,553千円

現金及び現金同等物 269,663千円 671,553千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成27年11月１日 至 平成28年４月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円） 　

 

 
報告セグメント

 その他
（注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ECマーケ
ティング
事業

商品企画関
連事業

計

売上高        
外部顧客への
売上高

2,147,775 435,230 2,583,005 3,746 2,586,752 － 2,586,752

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 2,147,775 435,230 2,583,005 3,746 2,586,752 － 2,586,752

セグメント利益 66,879 66,179 133,059 2,094 135,153 △82,688 52,465
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウエアの受託開

発、システム開発事業及び思い出事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△82,688千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△82,688千

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自 平成27年11月１日 至 平成28年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円） 　

 

 
報告セグメント

 その他
（注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ECマーケ
ティング
事業

商品企画関
連事業

計

売上高        
外部顧客への
売上高

2,611,562 498,352 3,109,915 31,418 3,141,333 － 3,141,333

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 2,611,562 498,352 3,109,915 31,418 3,141,333 － 3,141,333

セグメント利益 98,816 59,113 157,929 20,296 178,225 △89,483 88,741
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウエアの受託開

発、システム開発事業及び思い出事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△89,483千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△89,483 

千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日)

（1）１株当たり四半期純利益金額 5円07銭 6円99銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 34,575 57,588

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額(千円)

34,575 57,588

 普通株式の期中平均株式数(株) 6,820,040 8,237,532

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5円03銭 6円97銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加数(株) 47,563 28,925

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（注）　当社は、平成28年５月１日付けで普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額を算定しております。
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(重要な後発事象)

当社は平成28年４月11日開催の取締役会決議に基づき、平成28年５月１日付をもって株式分割を実施いたしまし

た。

１．株式の分割の目的

投資家の皆様の利便性の向上ひいては当社株式の流動性向上を目的として株式の分割を行うものであります。

 
２．分割により増加する株式数

普通株式とし、平成28年４月30日(土) （実質上４月28日（木））最終の発行済株式総数に３を乗じた株式数

株式の分割前の発行済株式総数　　 2,061,510株

株式の分割により増加する株式数　 6,184,530株

株式の分割後の発行済株式総数　　 8,246,040株

株式の分割後の発行可能株式総数　20,000,000株

 
３．新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、平成28年５月１日以降、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価額を以下のとおり

調整いたしました。

 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 700円 175円
 

 
４．１株当たり情報に及ぼす影響

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における１株当たり四半期純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額の各数値はそれぞれ次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額 5円07銭 6円99銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5円03銭 6円97銭
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年６月13日

株式会社ジェネレーションパス

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   轟　　芳英　　　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   土肥　　真　　　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェネ

レーションパスの平成27年11月１日から平成28年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年２月

１日から平成28年４月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年11月１日から平成28年４月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェネレーションパス及び連結子会社の平成28年４月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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